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2019年 5月 13日 

各  位 

会 社 名     大和ハウス工業株式会社 

代 表 者     代表取締役社長 芳井敬一 
（コード番号：1925 東証第 1部） 

                                            問い合わせ先  上席執行役員 

                                        経営管理本部経営戦略担当部長 田村哲哉 
        （TEL．06-6342-1211） 

 

大和ハウスグループ「第６次中期経営計画」の策定について 

当社は、2022年 3月期を最終年度とする「第 6次中期経営計画（2019～2021年度）」を策定しまし

たので、お知らせします。 

大和ハウスグループは、「心を、つなごう」を経営ビジョンとして、住まい、ビジネス、生活の支援

事業を幅広く展開する「人・街・暮らしの価値共創グループ」を目指しております。 

「第 5次中期経営計画（2016～2018年度）」では、「賃貸住宅」「商業施設」「事業施設」を中心とし

たコア事業の成長を加速させるとともに、事業の多角化や人財基盤・ものづくり基盤の強化により、

2018年度においては売上高・営業利益・経常利益・親会社株主に帰属する当期純利益ともに過去最高

の業績を収めました。 

「第 6 次中期経営計画」では、「中華人民共和国の関連会社における不正行為に関するお知らせ」

（2019年 3月 13日公表）や「戸建住宅・賃貸共同住宅における建築基準に関する不適合等について」

（2019 年 4 月 12 日公表）を踏まえ、グループ全体のガバナンス体制を強化するとともに、当社グル

ープの幅広い事業領域を活かして持続的な成長を図ります。最終年度の2021年度には売上高4兆5,500

億円、営業利益 4,050億円、純利益 2,670億円を目指します。 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【各中計の業績推移（億円）】 
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●事業戦略 

１．Ｂｕｓｉｎｅｓｓ分野（商業施設・事業施設事業）の拡大 

現在成長を牽引している商業施設や物流センターの開発に加え、大規模・複合施設を積極的に

開発します。また、これまでに開発してきた不動産開発物件の売却を促進し、投資のリターンを

獲得していきます。 

 

２．Ｈｏｕｓｉｎｇ分野（戸建住宅・賃貸住宅・マンション事業）における再成長への布石 

安定した品質を確保できるサプライチェーン体制を再整備し、賃貸併用住宅や中高層賃貸住宅

などで都市部での提案を強化していきます。 

 

３．海外展開の加速 

海外におけるグループ会社の管理体制を強化するとともに、安定的な成長を見込める米国や豪

州、成長が著しいASEAN等で投資を加速させ、2021年度に海外売上高 4,000億円を目指します。 

 

【セグメント別の業績目標(億円)】 【海外投資額(億円）】 

 

 

 

Ｂｕｓｉｎｅｓｓ分野（商業施設・事業施設事業）における大規模・複合開発 

  
【ホテル・病院・店舗・スポーツ施設等の複合ビル】 【大学施設・産学連携・ホテル等の街区開発】 

 

Ｈｏｕｓｉｎｇ分野 （戸建住宅・賃貸住宅・マンション事業）における都市部強化 

   
【医院併用住宅】 【中高層賃貸住宅】 【都心における分譲マンション】 



 3 

４．お客さまの資産の付加価値向上に寄与 

大和ハウスグループのストック事業の統一ブランド「リブネス」の認知度を高め、当社が創業

以来販売してきた住宅、商業施設、医療・介護施設、物流施設などの既存建物に対して、リフォ

ームやリノベーション、買取再販等をより積極的に展開し、既存建物の価値向上を図ります。 

また、当社がこれまで開発してきた 60ヶ所以上の郊外型戸建住宅団地において、街の再耕計画

「リブネスタウンプロジェクト」を推進していきます。 

 

    【リブネス事業の展開】                         【リブネスタウンプロジェクト】  

                        

                               

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．環境・社会に対する取り組み 

   持続的成長やステークホルダー（お客さま、従業員、取引先、地域市民、株主等）からの信頼

獲得に向けて、働き方改革や気候変動問題への取り組みを推進します。 

働き方改革では、人工知能（AI）や RPA※1などの採用や建設現場での 4週 8休を実現し、従業

員の働きがい実感度 80％、取引先総合満足度 90％を目指します。 

気候変動問題への取り組みでは、国際イニシアティブ「EP100」※2と「RE100」※2などで掲げ

る目標の達成に向け、先導的な環境配慮技術を採用した ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）

や ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の普及や環境エネルギー事業を推進することで、エネ

ルギー効率 1.4倍（2015年度比）、再生可能エネルギー比率 85％（利用率 3％）を達成します。 

また、桜の保全・伝承のための CSR活動「Daiwa Sakura Aid」の取り組みを通じ、永く大切

にされてきた「文化・歴史・伝統・景観」に象徴される「和の心」をステークホルダーと共に長

期的視点で受け継いでいきます。 

※1.ロボティック・プロセス・オートメーションの略称で、ロボットによる業務自動化の取り組みのこと。 

※2.「EP100」「RE100」は、国連気候変動枠組条約「COP21」のパリ協定達成を目的に、エネルギーや気候変動 

適応等を推進するため、クライメイトグループが運営する国際イニシアティブです。「EP100」はエネルギー 

効率の高い技術や取組みの導入を通じて事業のエネルギー効率を倍増することを目標とする企業連合で、「RE 

100」は事業運営に要する電力を 100%再生可能エネルギーで調達することを目標とする企業連合のことです。 

 

Ｈｏｕｓｉｎｇ 

１８％ 

賃貸住宅 

管理戸数 

57 万戸 

戸建住宅 

顧客数 

42 万戸 

マンション 

管理戸数 

36 万戸 

当社が関与できていない戸建住宅 

戸建住宅自社販売物件の関与率（当社推計） 

Ｂｕｓｉｎｅｓｓ 

活動支援・コミュニティ拠点 
（コンビニ＋コミュニティスペース） 

上郷ネオポリス （神奈川県横浜市栄区） 

緑が丘ネオポリス （兵庫県三木市） 

商業施設 

累計施工数 

4.3 万棟 

テナント 

企業数 

4,200 社超 

物流施設 

延床面積 

669 万㎡ 
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【電力自給自足オフィス「大和ハウス佐賀ビル」】       【Daiwa Sakura Aid の取り組み】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．不動産開発ならびに経営基盤整備への投資  

大規模・複合開発等の不動産開発や働き方改革及び経営基盤の整備（システム構築・現場施工

自動化のためのロボット導入など）を含め 1兆 500億円を投資します。 

 

【投資計画（億円）】 

 

７．経営効率と財務健全性の維持 

株主価値向上のため、資本コストを上回る ROE※313％以上を目指します。 

また、財務健全性を維持するため、D/Eレシオ※4を 0.5倍程度とします。 

配当性向は、引き続き 30％以上とし、業績に連動した利益還元を行うとともに、機動的な自己 

株式の取得も検討します。 

※3.自己資本利益率のこと。株主が投資した金額で、企業がどのくらい利益をあげているのかがわかる指標。 

※4.企業の自己資本に対する他人資本の割合（倍率）を示す数値。 

 

以  上 

 

 
 

【注意事項】 

 当資料で記載されている業績予想ならびに将来予想は現時点で入手可能な情報に基づき、当社が

判断した予想であり、潜在的なリスクや不確実性が含まれております。そのため、様々な要因の変

化により、実際の業績は記述されている将来見通しとは大きく異なる結果となる可能性があること

をご承知おきください。 

 

＜吉野山桜保全活動＞ ＜桜プロジェクト＞ 

＜桜プロジェクト＞ ＜桜プロジェクト＞ ＜桜プロジェクト＞ 

【吉野山桜保全活動】       【桜プロジェクト】 


